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人権研修テキスト同和問題（部落差別）編
〜自分に関わりのあることとして同和問題（部落差別）を考える〜

　このテキストは、企業、各種団体、行政機関等の職員をはじめ、広く
県民の皆さんが同和問題について基本的事項を研修する際に、使ってい
ただくことを目的として作成しました。

作成の目的

　同和問題について、正しい認識を持つことができるよう、「同和問題と
は、どのような人権問題か」「なぜ、現在まで差別が残っているのか」「同
和問題の解決のために現在取り組まれていること」を、わかりやすく解説
しています。また、同和問題が決して他人事ではなく、自分に関わりのあ
る問題であると考えることができるよう、部落差別の現状、日常生活での
様々な場面と同和問題との関連について、具体的に述べています。

内容構成

　地域や職場等で行う講義型研修において配付資料として活用していただ
くことができます。それぞれの研修において、受講者の実態、研修目的
や時間・回数等に応じて、必要な部分をご活用ください。また、講義型
の研修だけでなく、視聴覚教材の活用・ワークショップの実施など参加体
験型の研修も取り入れることにより、本テキストで学んでいただいた内容
について、単に知識として理解するだけでなく、日常生活においての態度
や行動に現れるような、より効果的で充実した研修になります。人権セン
ターでは、同和問題についてのビデオ・DVDの無料貸出しなども行って
いますので是非ご利用ください。

研修で使用するにあたって
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人権とはⅠ
人権ってなんだろう？1

　人は誰でも自分らしく、そして幸せに生活するという基本的な権利を、生まれながらに持って
います。この権利を「人権」といいます。しかし、「人権」というと、「難しい・堅苦しい」とか、
「自分には関係ない」と考えてしまうなど、普段の生活からかけ離れたことと受け止められる傾
向があります。しかし、人権問題は、私たちの日常生活の場である家庭や地域、職場等のあらゆ
るところに存在しています。
　私たちは、知らず知らずのうちに他人を傷つけてしまっていることもあります。一人ひとりの人
権が大切にされるために一番大事なことは、自分の権利の行使に伴う責任を自覚し、すべての人
がお互いを尊重しながら行動することです。そのためには、一人ひとりが同和問題をはじめ様々
な人権問題について正しく理解するとともに、身近にある人権問題に気づき、自分のこととして
考え、行動できる態度を身につけることがとても大切です。

人権についての主な取組み2
　すべての人にとって大切な人権が尊重される社会をつくるため、様々な取組みが展開されてき
ました。

昭和２１（１９４６）年　日本国憲法
・基本的人権を明文化、様々な権利を保障。
・自由権（身体の自由、精神の自由、経済活動の自由）、平等権（法の下の平等、男女
の平等など）、社会権（生存権、教育を受ける権利、労働者の権利）など

昭和23（1948）年　世界人権宣言
・国連総会において「世界人権宣言」を採択。（決議された12月10日は「人権デー」）
・人権の尊重と擁護が世界共通の課題であると位置付け。
昭和40（1965）年　同和対策審議会答申
・同和問題を「もっとも深刻にして重大な社会問題である」と指摘。
・同和問題の早急な解決は「国の責務」であり、「国民的課題」。
・この答申は、同和対策の基礎となり、歴史的意義は大きい。
昭和44（1969）年〜平成14（2002）年３月まで
昭和44（1969）年　同和対策事業特別措置法
昭和57（1982）年　地域改善対策特別措置法
昭和62（1987）年　地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律
・生活環境の改善、社会福祉の増進、産業の振興、職業の安定、教育の充実、人権擁護
活動の強化などの総合的な施策の推進。

平成７（１９９５）年　熊本県部落差別事象の発生の防止及び調査の規制に関する条例
・同和地区に住んでいることや住んでいたことを理由として結婚や就職の際に引き起こ
される部落差別事象の発生を防ぐため、県や県民、事業者の役割と責務を明記。

・結婚や就職の際に、同和地区に住んでいることや住んでいたことについて、県民や事
業者が調査を依頼することを禁止。

・県内事業者が自ら調査したり、調査を引き受けたりすることを規制。
平成８（1996）年　地域改善対策協議会意見具申
・同和問題を人権問題の重要な柱とし、依然として存在している差別意識の解消に向け
た人権教育・人権啓発を推進することを提言。

・人権侵害救済制度の確立を提言。
・同和対策を特別対策から一般対策に移行。
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人権研修にあたって3

平成11（1999）年　人権擁護推進審議会答申「人権尊重の理念に関する国民相互の
理解を深めるための教育及び啓発に関する施策の総合的な推進
に関する基本的事項について」

・人権教育・啓発の基本的事項について提言。
平成11（1999）年　「人権教育のための国連１０年」熊本県行動計画
・「人権教育のための国連10年」の決議と、それに伴う国内行動計画（平成9（1997）
年）を受けて策定。これまでの取組みの成果を生かしながら、より一層人権教育・啓
発活動を推進していくと明示。

平成12（2000）年　人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
・国と地方公共団体は、連携して人権教育・啓発を実施する責務を有することを明文化。
・国民は人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努めなければならないと規定。
・国と地方公共団体は、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し実施する責務を有する。
平成13（2001）年　人権擁護推進審議会答申「人権救済制度の在り方について」
・我が国における人権救済制度の在り方について、多角的に提言。
平成16（2004）年　熊本県人権教育・啓発基本計画
・様々な人権問題の現状を明らかにし、今後の人権教育・啓発の進むべき方向を明示。
時代の変化に対応し、2008年、2012年、2016年に改定。

平成28（2016）年　熊本復旧・復興４ヵ年戦略
・��熊本地震からの創造的復興を中心に据え、「災害に強く、誇れる資

たから

産を次代につなぎ、
夢あふれる新たな熊本の創造」に向け、本県の取組みの基本方針を明記。

平成28（2016）年　部落差別の解消の推進に関する法律
・�「現在もなお部落差別が存在する」との認識を示したうえで、「部落差別の解消を推進し、
部落差別のない社会を実現することを目的」とし、相談体制の充実や教育・啓発及び
実態調査について国の責任と地方公共団体の役割を明記。

　時として、誤解や偏見から差別意識が生まれたり、気づかないうちに人の心を傷つけたりする
ことがあります。様々な人権問題について研修し、正しい知識を身につけるとともに、相手の立
場や気持ちに敏感になるよう、人権感覚を磨くことが必要です。
　この研修テキストによって、同和問題について理解するとともに、「もし、自分だったら…」と
自分のこととして考えてみることが大切です。
　また、同和問題に関する当事者や関係者の話を聴いて思いを共有したり、自分の生活する地域
や職場の中で同和問題について話し合うなど、様々な方法により、繰り返し研修して理解を深め、
差別を許さない態度を身につけていきましょう。

・難病の患者に対する医療等に関する法律（平成27(2015)年施行）
・�北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律（一部改正）（平成27(2015)年施行）
・生活困窮者自立支援法（平成27(2015)年施行）
・�女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27(2015)年施行）※10年間の時限立法
・障害者の雇用の促進等に関する法律（一部改正）（平成28(2016)年施行）
・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成28(2016)年施行）
・�本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（平成28(2016)年施行）
・部落差別の解消の推進に関する法律（平成28(2016)年施行）
・児童福祉法（一部改正）（平成29(2017)年施行）

人権尊重の観点から近年制定・改正された主な法律
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　同和問題とは、部落差別にかかわる問題です。居住地や出身地を理由に差別され、特に職業選択
の自由、結婚の自由などの基本的人権が、完全には保障されていないという重大な問題です。

　わたしたちは家族や出生地を選んで生まれることはできません。つまり、同和問題とは、本人
には何の責任もないことで不平等・不利益をしいられ、自由と平等が侵害されるという、まさに
不合理な人権問題です。どこに住むかを決めることは、基本的人権の一つでもある「居住 ･移
転の自由」として憲法で保障されています。

　部落差別の起源は諸説ありますが、通説では封建社会が確立されていく過程の中で、幕藩体制
の強化・維持を目的として、当時の社会の中にあった偏見を利用して、政治的・人為的につくら
れた身分制度に由来しているといわれています。したがって、例えば、人種や民族が違う、特定
の宗教に属していたといった説は誤りです。また、近年の研究によると、地域によって歴史的な
成立過程にも多様性のあることがわかってきています。
　部落差別がどのような背景と経緯のなかで形成されたものだとしても、人種や民族、宗教や職
業などによって差別するのは誤った考え方であり、現在の差別を合理化したり、容認したりする根
拠にはなりません。
　大切なことは、部落差別の歴史的な背景や、その経緯を学習することで、差別の誤りに気づき、
解決につなげていくことです。
　日本史上の古代以降、社会的に差別された人々がいましたが、その法制上の身分は平安時代に
消滅し、中世においては法律や制度として公的に固定されたものではありませんでした。しかし、

　「いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程において形成された身分階層構造
に基づく差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におか
れ、現代社会においても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原
理として何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっ
とも深刻にして重大な社会問題である。」

「同和対策審議会答申（1965）」より引用

同和問題の定義

　「同和」という言葉は、昭和天皇即位の際の詔勅にある「人心惟レ同シク民風惟レ和シ」
から生まれ、家柄、血筋あるいは社会的身分の別なく、国民は等しく、慈しみあわねばなら
ないという発想に基づくものといわれています。１９４１年に内務省の外郭団体としての中央
融和事業協会が「同和奉公会」と名称を改めてから、「同和」という表現が用いられるよう
になり、戦後になって「同和地区」「同和対策事業」「同和教育」など、行政上の公的な用
語として使用されています。
　なお、「同和」という言葉は、「同和問題」「同和教育」などのように複合語として使用
します。

「同和」という言葉について

同和問題（部落差別）とは、どのような人権問題ですか？Ⅱ

同和地区は、いつごろ、どのようなねらいでつくられたのですか？1
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この時代には、人の死や血などは「ケガレ」であるとする考え方が広まりました。これは科学的
･合理的に判断すれば、全く根拠のない誤った考え方ですが、この考え方から「死や血などに触
れると、触れた人も穢れる」という考え方が形づくられ、やがて「人や動物の死や血に触れる仕
事に従事する人々は、そのケガレが感染し、穢れた存在である」という誤った考え方が社会の中
に広まっていきました。この考え方が、特定の仕事や役割を担った人々に対する偏見を形づくり、
社会的に差別された身分を生み出すことにもつながりました。ただし、この時代における人々の
身分は、世襲的ではなく、個々人としては交代することがあるなど流動的で、かつ移動の自由や
職業の自由が奪われていたものでもありませんでした。しかし、戦国時代になると、室町幕府の
支配力は失われ、各地で戦乱や一揆が相次ぎ、それまでの支配構造が大きく揺らぐようになりま
した。そこで、豊臣政権は、より強固な支配体制を築くために検地や刀狩りを全国にわたって行い、
武士と農民などとの違いをはっきりさせ、さらに１５９１年に身分統制令を出して公的に固定された
身分制度の基礎を固めました。

　その後、江戸時代になり、徳川幕府によって、固定された身分制度が確立・強化されていきま
した。全人口の７％程度にすぎない武士階級による幕藩体制を確かなものとするためには、身分
制度の強化によって、多くの民衆を分裂させ支配する必要があったのです。
　そのために当時の社会は、様々な身分の人々によって構成されていました。その身分は自由に
変えることはできず、それぞれの身分の中でも、上下の関係がさらに細かく分けられていました。
その中には、当時の社会にあった偏見や、穢れ意識等の人々の誤った意識を利用し、武士や百姓、
町人とは区別され、被差別身分とされた人々もいました。この身分には、雑役的労働者、雑芸能
者、戦国期に敗北して社会的脱落者となった浪人、あるいは土地を失った農民、没落した町人など、
様々な階層の一部の人々が強制的に組み入れられたと考えられています。これらの人々は、幕府

　中世（鎌倉・室町時代）には、千
せん

秋
ず

万
まん

歳
ざい

、曲
くせ

舞
まい

や猿楽などと呼ばれる、歌や踊りなどの遊芸、
芸能などが発達しました。また、庭園づくりなど、現在につながる様々な文化も発達しました。
これらを支えたのは農業以外で生活をしていた人たちで、封建社会体制の支配に属さないた
め差別されていました。
　しかし、こうした人たちの中には、農民の間に生まれた田楽や猿楽を世界最古の舞台芸術
である能楽として大成した観阿弥・世阿弥父子、また庭師として銀閣や相国寺、興福寺等の
庭を手がけたとされる善阿弥父子等、現在まで残る文化を形成した人たちが数多くいます。
　このように、当時差別された人たちが、今日の伝統芸能や文化に果たした功績は大きいも
のがあるのです。

芸能や文化との関わり

田楽・猿楽　「七十一番職人歌合」 銀閣
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によって、住む場所を生活環境条件の悪い場所に限定されたり、服装やほかの身分の人々との交
際を制限されたりするなど差別的な扱いをされました。しかし、厳しく差別されながらも、農業
を営んで年貢を納めたり、すぐれた技術で人々の生活に必要な皮革用具などをつくったり、治安
を担ったりして、社会を支えました。また、古くから伝わる芸能をさかんにし、後の文化にも大
きな影響をあたえました。一方では、民衆の生活が苦しくなり、幕藩体制に対する不満や不安が
大きくなればなるほど、これらの人々に対する差別が強められていったという経緯もあります。例
えば、警備や刑の執行にかかわる役割は、一揆の探索や鎮圧に利用され、反感の対象となるよう
に仕組まれました。
　このように、現在同和地区と呼ばれる地域の多くは、近世初期の封建社会が確立されていく過
程で成立したといわれており、そこで生活する人々は約３００年という長い間、差別されながら生
活することを強いられてきたのです。

明治になって同和問題につながる身分制度はなくなったのではありませんか？2

　幕藩体制の崩壊後、明治政府は近代国家としての体裁を整えるために、それまでの封建的な
制度を廃止し、「殖産興業」「富国強兵」といった政策を進めていきました。こうした中で明治２
（１８６９）年に、武士、百姓、町人という身分を廃し、貴族・大名を華族、武士を士族、百姓・
町人を平民としました。さらに、明治４（１８７１）年には被差別身分の廃止を目的とする太政官布
告、いわゆる「解放令」が出されました。
　政府は、それまで百姓や町人とは異なる身分とされ、長い間差別に苦しめられてきた人々に対
し、差別呼称をなくし、身分と職業を平民と同じとすることとしました。この布告に対し、政府
の他の政策に対する不満も重なり、解放令に反対する一揆が発生した地域もありました。
　この「解放令」は形式的な内容にとどまり、政府が差別をなくすための積極的な政策を行わず、
ほかの平民と同じように兵役の義務も加えたため、これまで差別に苦しめられてきた人々の生活
はかえって苦しくなりました。さらに、皮革生産など、それまでは被差別身分の人々の専業とさ
れていた産業に大資本の企業等が進出し経営を圧迫したことや、治安維持のための様々な役割な
ど、被差別身分の人々が担ってきた仕事を失ってしまったことなども、人々の生活を苦しめる原因
の一つになりました。
　また、兵役と納税の制度確立のために明治５（１８７２）年に作られた全国的な戸籍、いわゆる「壬
申戸籍」の中に、新たな差別呼称が掲載されるところがあり、それを自由に閲覧することもでき
ました。そのため、社会には依然として根強い差別意識が残されることになりました。
　これらの結果、就職や進学、結婚や住むところなど、日常生活の中で様々な差別が新しい形で
生じたり、さらに強められたりすることにつながりました。同和地区の人々は差別によって、生活
向上や自己実現の権利を奪われ、社会の発展から取り残され、経済面や生活環境面の格差が広がっ
ていく状況になりました。そして、その格差がまた新たな偏見や差別を生み出す…という悪循環
が生じました。
　大正７（１９１８）年、米価の暴騰により発生した「米騒動」には、苦しい生活状況に置かれて
いたことも相まって、同和地区の人々も数多く参加しました。これを契機に、「同和問題が重大
な社会問題である」ことが認識されるようになりました。このような状況に対して、自分たちの
力で差別をなくす動きを起こそうと考える同和地区の人々が増えてきました。やがて、これらの
人々は大正デモクラシーといわれる社会情勢を背景に、「水平社運動」と呼ばれる、部落差別の
解消を目的とする運動を始めました。

同和問題（部落差別）とは、どのような人権問題ですか？Ⅱ
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　その結果、同和地区の人々の基本的人権に関する自覚が高まったこと、部落差別の不合理性に
ついての社会認識を喚起したことなど、水平社運動が果たした役割には大きいものがありました。
国も地域改善のための事業に取り組み始めましたが、戦争への動きが強まり社会情勢が厳しさを
増すにつれて、差別の解消に向けた運動や事業は戦時体制の中に埋没し、やがて中断されること
となりました。
　このように、確かに明治時代以降には、制度上は差別される身分は無くなりましたが、同和地
区の人々に対する差別は、教育や就労、結婚、生活環境といった生活実態の面においても、社会
の多くの人々の意識や行動といった面においても無くなることはありませんでした。

同和問題の解決に向けた取組みはどのようにしてはじまったのですか？3
　昭和 20（1945）年に第二次世界大戦が終わり、昭和 22（1947）年には日本国憲法が施行
されました。この憲法には「基本的人権の尊重」の規定が設けられ、民主的な社会の実現のた
めに様々な改革が行われました。しかしながら、部落差別は依然として残ったままであり、各地
で差別事件が発生しました。こういった中、国は昭和 28（1953）年に隣保館設置の予算を計上
し、同和問題解決のための事業を始めました。その後も次第に充実が図られましたが、このよう
な個別的な事業により同和地区の生活実態が大きく改善されることはなく、全国的にも取組みに
ばらつきがありました。

　一方で、戦争によって中断を余儀なくされていた同和地区の人々による部落差別の解消を目的
とした運動も再開され、昭和２１（１９４６）年には「部落解放全国委員会（後の部落解放同盟）」
が、昭和３５（１９６０）年には同和地区住民を中核として全国国民運動をめざす「全日本同和会」
が結成されました。

　全国水平社とは、同和地区の人々が部落差別撤廃のために結成した団体です。
　大正 11（1922）年 3月3日、京都の岡崎公会堂で、全国から集まった2千人を超える人々
によって、全国水平社の創立大会が開催されました。大会では、「人の世に熱あれ、人間に
光あれ。」と結んだ全国水平社結成の宣言が採択されました。この宣言は、自身も同和地区
出身である西光万吉が起草したもので、水平社運動が、人間の尊厳、自由 ･平等の理念に
基づいて、すべての差別 ･抑圧と闘い、同和地区の人々だけでなくすべての人間の差別か
らの解放に取り組むことを宣言しました。
　この後、全国各地で水平社が結成され、差別と貧困を生み出す社会の非民主的な仕組み
をなくす運動を推し進めました。

全国水平社

　地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる、開かれたコミュニ
ティセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に
行う施設。

隣保館



8

　このような社会情勢のもと、昭和３６（１９６１）年、政府は同和問題の解決のため、内閣総理
大臣の諮問機関として「同和対策審議会」を設置しました。この審議会は全国的な実態調査を
行い、それをもとに審議を重ね、昭和４０（１９６５）年に「同和対策審議会答申」を政府に提出
しました。この答申の主な内容は次のとおりです。

　この答申は、同和地区の生活環境の改善、社会福祉の充実、産業職業の安定、教育文化の向
上、基本的人権の擁護などを総合的に推し進めることを、国や地方公共団体に促しました。その
後、法律が制定され、様々な取組みが行われたことからもわかるとおり、この答申が果たした歴
史的意義は大きいものがあります。
　同和対策審議会答申を受け、政府は同和対策事業特別措置法を制定しました。これは、特別
措置法により予算を確保し、複数の事業を特定の地域に集中的に行うことにより、部落差別解消
のための施策を効果的に実施することを目的としていました。その後、この法律も含め３本の法
律に基づき、昭和４４（１９６９）年から平成１4（２００2）年 3月末まで、３３年間にわたって、生
活環境の改善、社会福祉の増進、産業の振興、職業の安定、教育の充実、人権擁護活動の強化
など、差別解消のための総合的な施策が推進されました。
　同和対策審議会答申では、部落差別の形態は「心理的差別」（人々の観念や意識の中に潜在し、
言語や文字、行為によってあらわされる差別のこと）と「実態的差別」（整備の遅れた生活環境、
不安定な就労状況、不十分な教育水準等、同和地区の人々の厳しい生活実態にあらわれている
差別のこと）に分けられるとし、この２つの差別は相互に因果関係を持ち、部落差別を再生産す
るという悪循環をくりかえすと述べています。この悪循環を断ち切り、生活実態の早急な改善を
図るには、迅速で全国的な取組みが必要との考えの下で、特別措置法による施策が推進されたの
です。
　また、国は特別措置法による施策の他にも、部落差別の解消につながる施策に取り組んできま
した。例えば、企業の同和問題についての理解と認識が不十分な状況があり、このことが同和地
区の人々の就職の機会均等や生活権の保障といった基本的人権を侵害し、生活の安定と地位の向
上を阻み、部落差別を助長していました。この状況を改善するために、公正な採用選考に関する
様々な取組みが進められました。この他にも、もともと有償であった義務教育用の教科書が無償
で配布されるようになったのは、部落差別の解消のために、教育の機会均等の保障を求めた取組
みがきっかけでした。

●同和問題は現代社会においてもなおいちじるしく基本的人権を侵害され、市民的権利と自
由を保障されていないという、もっとも深刻にして重大な社会問題であると認識したこと。
●同和問題の早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題であると認識したこと。
●部落差別を心理的差別と実態的差別に分類し、それらが相互に悪循環を繰り返しているこ
と。そして、その背景には日本の社会、経済、文化体制が存在していると指摘したこと。
●就職と教育の機会均等を完全に保障し、生活の安定と地位の向上を図ることが同和問題解
決の中心的課題であると指摘したこと。
●「部落差別が現存するかぎり、この行政は積極的に推進されなければならない」とし、
今後の行政の具体的財政措置、年次計画の必要性を示したこと。

同和問題（部落差別）とは、どのような人権問題ですか？Ⅱ
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　これらの取組みの結果、物的な生活環境面をはじめ様々な面で存在していた較差は大きく改善
され、同和地区の生活環境の厳しさが差別を助長するという状況は変化してきました。しかし、
教育 ･就労等の面での較差等の残された課題もあり、また心理的差別の解消という面では依然と
して課題が残されています。このような経緯を踏まえ、財政上の特別措置について定めた法律は
なくなりましたが、同和問題の解決に向けた行政による取組みは現在も進められています。

同和問題に関して、現在どのような差別が起きていますか？4
　現在も、次のような差別が起き、大きな課題となっています。

●結婚の際に出身地等を理由に差別されること。
●就職に際して不適切な質問をされ、採用選考で差別されること｡
●不動産売買等における「土地差別」｡
●インターネット等で差別表現や差別情報が流されること｡

　この背景には、現在もなお、同和問題にかかわる偏見や差別意識が人々の心に根強く存在して
いることがあります。

（１）結婚の際に出身地等を理由に差別されること
　日本国憲法第２４条には「婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し…」と定められている
にも関わらず、身元調査によって、周囲が出身地等を理由に結婚に反対するような事例が起き
ています。これらの中には、損害賠償請求事件（民事事件）になった例や、関係者が営利誘拐、
不法監禁で起訴されるという事件（刑事事件）になった例もあります。
　平成２６年度に行った「人権に関する県民意識調査」によると、「かりに、あなたの子どもさ
んが、同和地区の人と結婚するとしたらどうしますか？」という問いに対して、回答者の３５％が
「反対する」あるいは「結婚を認めない」と答えています。また、「かりに、あなたが、同和
地区の人と結婚するときに、周囲の反対があればどうしますか？」という問いに対して、回答
者の１８％が「結婚しない」と答えています。これらの結果から、県民の中には、同和問題に
関わる偏見や差別意識が残っていると考えられます。

　昭和３０年代後半、憲法の「義務教育は無償である」というこ
とについての学習を深めた、高知県の同和地区の人たちを中心
に、教科書無償の運動が起こりました。厳しい部落差別によって、
教育や就労の機会を奪われてきた人々にとって、この運動は生活
の安定と向上、部落差別の解消につながる取組みでもありました。
　やがて、この運動は全国へ広がり、ついに国会でも取り上げら
れました。そして、昭和３８（１９６３）年に「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関す
る法律」が制定されたのです。現在は、教科書が無償で配付されることが当然のようになっ
ていますが、ここに至るまでには、このように多くの人たちの取組みがかかわっているのです。

義務教育教科書無償運動



10

　昭和５０（１９７５）年１２月ごろから、全国の同和地区の所在地や世帯数、主な職業などが
記載された「部落地名総鑑」や「部落リスト」などの図書が、全国の企業などの人事担当
者に、極秘で売りこまれていることが発覚しました。購入した企業などが、採用選考の際な
どに同和地区出身者であるかどうかを判断するための資料とし、結婚の際の身元調査にも利
用されていました。
　これらの図書は、同和地区の人々の就職の機会均等や婚姻の自由など、憲法で保障され
ている基本的人権の侵害につながっていくという大きな問題があるため、すぐに回収され処
分されましたが、平成１７（２００５）年から平成１８（２００６）年にかけて、新たな部落地名総
鑑が発見され、電子版の存在も判明しています。
　平成２８（2016）年には、被差別部落の所在地や世帯数を記した戦前の調査報告書「全
国部落調査」を書籍として復刻出版しようとした出版社に対し、裁判所が出版や販売を禁止
する仮処分決定を出しています。

部落地名総鑑

子どもが同和地区の人と結婚するとき
どうしますか

同和地区の人と結婚するとき
周囲の反対があればどうしますか

■子どもの意思を尊重する
■親として反対するが、子どもの意志が
強ければしかたがない
■家族や親戚の反対があれば、結婚を認
めない
■絶対に結婚を認めない

■自分の意思を貫いて結婚する
■親の説得に全力を傾けたのち、自分の
意志を貫いて結婚する
■家族や親戚の反対があれば結婚しない
■絶対に結婚しない

「人権に関する県民意識調査（平成 27年 3月）」より

（２）就職の際に出身地等を理由に差別されること
　採用選考の面接の際に、本人の適正や能力を見て判断すべきにもかかわらず、全く関係のない
出身地や家族の状況等を聞くといった差別につながるおそれのある不適切な質問が行われてお
り、県内でも事例が報告されています。

64.9%
29.7%

3.4%
2%

27.6%

54.3%

15.1%

2.9%

同和問題（部落差別）とは、どのような人権問題ですか？Ⅱ
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宅地建物取引業者に関する人権問題実態調査（大阪府）結果

（３）不動産売買等における「土地差別」の問題
　都市開発、マンション建築等に際して、特定の地域に対する差別的な調査が行われたり、不
動産売買において同和地区・被差別部落の物件が避けられたりするという、いわゆる「土地差別」
といわれる、同和地区を忌避する状況が報告されています。

　個人による土地や建物の取得や賃借だけでなく、マンション建築や地域の再開発等に関して、
調査会社が同和地区に関する調査を行う事例も発生しています。
　例えば、調査会社は差別的な内容を含んだ調査結果を、依頼者である広告業者に対して報告
し、その報告を受けた広告業者は開発業者に対し差別的な内容を含んだ提案を行っているとい
う事例が、複数の地域で起きています。それぞれの企業が行った業務のいずれの段階において
も、調査や報告 ･提案の差別性が問題にされることはなく、各企業の同和問題に対する認識の
不十分さが感じられる事例です。この他にも、個人や企業等が、自治体に対して同和地区の有
無や所在地について問い合わせるような事例もあります。
　このような結果、利便性等の条件が同等であっても同和地区の物件の価格が低く評価される
といった例が報告されており、財産権の侵害といった側面も含めて、啓発の課題となっています。

取引物件が同和地区であるために価格に影響した経験があるか

取引物件が同和地区であるかどうかの質問を受けた経験があるか

取引物件が同和地区または同じ小学校区であるために取引不調になった経験があるか
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（４）差別表現や差別情報が流されること
　個人や集団が、他の個人や集団を侮蔑する意図で使用する表現を「差別表現」といいます。
人々の観念や意識のうちに潜在する差別意識を、言葉や文字、行為によって表し、人をおとし
めたり不快の念を与えたりして、その人の尊厳を無視し、基本的人権を踏みにじる行為です。
そのような差別表現が使われ、広まることによって、さらに人々の差別意識が助長されていく
のです。
　一方で、長い間差別を意図して使われてきた表現や、予断や偏見を助長する表現があり、そ
れが不快感を与えることがあります。また、たとえ日常生活の中で何気なく使われ、その表現
を使った側には差別する意図や侮蔑する意図がなかったとしても、受け取る側にとっては非常に
重い意味を持つ場合があります。
　さらに、差別を助長するような情報が様々なメディアを通じて発信されるという問題も起きて
います。特に、インターネットは、匿名で、簡単に、広範に情報を収集・発信できるという利
便性がある反面、その匿名性を悪用して、他人を誹謗中傷したり、差別を助長するような情報
を載せる、あるいは他人のプライバシーにかかわる情報を公開するなどの問題行為が起きてい
ます。そして、情報ネットワークや情報機器の発達に伴い、これらの差別サイトに対して、多
くの人が、簡単に、様々な場所からアクセスができるようになってきました。インターネット上
の情報は、一瞬で不特定多数の人に伝わるだけでなく、一度ネット上で流出した情報は回収す
ることがほぼ不可能であるため、長期にわたって深刻な被害をもたらします。

　同和問題については、次のような問題が起きています。

●特定の地域や個人を誹謗中傷するような差別的な文書を送りつける、公共の場所に差別
的な落書きをするといった問題が生じています。
　例えば、差別的な内容を書き連ねたハガキを繰り返し送りつけて相手を脅迫する、大量
のビラをまく等様々な方法が用いられています。
●マスコミなどから発信される情報も含め、日常生活の中の様々な場面において、差別呼
称を用いて差別発言をするといった例や、社会の中にある同和問題についての偏見や差
別意識を悪用し、マイナスイメージや一部の犯罪行為等だけを強調することで、特定の
個人や地域を中傷するだけでなく、部落差別を助長するような例など、いろいろな形で
の差別表現が行われています。
●インターネット上において、特定の地域やその住民・出身者等を誹謗中傷する差別的書
き込みがなされたり、地域や個人が特定できるような差別情報が掲載されたりするといっ
た問題が発生しています。中には、特定の地名を名指しで差別的な説明や写真、動画
と共にホームページに掲載したことが、名誉毀損に当たるとして有罪判決を受けた例も
あります。

同和問題（部落差別）とは、どのような人権問題ですか？Ⅱ
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なぜ現在まで差別が残っているのですか？Ⅲ
　同和問題は、なぜ現在においても解決していないのでしょうか。主な原因と思われるものをあ
げてみます。

同和問題解決のための本格的な取組みが長い間実施されなかったこと1
　明治政府により「解放令」が出された後も、社会には様々な差別が存在していました。しかし、
同和問題を解決するための、全国的な行政の取組みが始まったのは、昭和４０年代になってからの
ことです。

（１）実質的な差別解消の取組みが行われなかったこと
　明治４（1871）年に政府が公布した「解放令」は、被差別身分の人びとに対する差別呼称
を廃止し、身分と職業が平民と同様に扱われることを明らかにしたに過ぎませんでした。さらに、
それまで被差別身分の人々の専業とされていた皮革生産等に、大資本の企業等が進出し経営を
圧迫したことや、被差別身分の人々が担ってきた治安維持などの社会的役割を失ってしまった
ことなどにより、以前にも増して経済的に苦しい生活を強いられる状況も出てきました。
　しかし、政府はこれらの人びとの生活を高め、差別をなくすための具体的な政策を行わなかっ
たため、人々はその後も長期にわたって、厳しい差別と貧困により、社会的地位の向上を阻ま
れることになり、そのことが、また新たな差別と貧困を生み出すという悪循環につながりました。

（２）戸籍の中に差別呼称が残されたこと
　明治５(1872) 年、兵役と納税の制度確立のためにつくられた全国的な戸籍「壬申戸籍」には、
特定の人々を新たな差別呼称で記載するところがあり、昭和４３（１９６８）年に国が閲覧禁止の
通達を出すまで、その戸籍を自由に閲覧することができました。そのため、社会の中に強い差
別意識を残すことにつながっただけでなく、身元調査等を通して就職や結婚などの際に利用さ
れ、同和地区の人々の生活向上や自己実現の機会を奪うことにもなり、差別を助長することに
なりました。

同和問題に関する正しい理解が構築されてこなかったこと2

　部落差別には、誤った知識や偏見が強く関係していることが多くあります。同和問題について
正しく理解せず、事実とは異なる無責任な噂などをそのまま信じてしまうことで予断・偏見が形
成され、長い間それらの認識が解消されないままであったことが、社会の中で差別意識を温存し
てきたのです。

（１）「差別される側に原因がある」という誤解
　部落差別は、封建社会の政治や経済の仕組みの中で、幕藩体制の維持・強化を目的として、
政治的・人為的につくりあげられた身分制度に由来すると言われています。（P４を参照）
　この身分制度の中で、当時の社会にあった偏見や「ケガレ意識」等の人々の誤った意識を利
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用し、死んだ牛馬の処理、皮革生産、警備や罪人の逮捕、死刑の執行等に携わっていた人々
等を被差別身分として位置づけたのです。そして、民衆の生活が苦しくなり、幕藩体制への不
満や不安が大きくなればなるほど、これらの人々に対する差別が強められていったという経緯
もあります。また、一定のエリアが被差別地域とされたのは、身分制度の固定を確実にするた
めに、幕府や藩により、居住地域を定められたり、限定されたりしたからに過ぎません。

（２）「部落が担ってきた役割、産業、文化」などが忘れられてしまったこと
　幕藩体制において被差別身分とされた人々は、農業を営んで年貢を納めたり、優れた技術で
人々の生活に必要な用具を作ったり、治安を担ったりして社会を支え、古くから伝わる芸能をさ
かんにし文化にも大きな影響をあたえてきました。例えば、全国各地と皮革の取り引きを行う
地域があったこと、藩を越えるネットワークを用いて治安維持に貢献した人々がいたこと、度重
なる飢饉が起きた時期にも人口を増やしていった地域があったこと等が明らかになっています。
身分制度により厳しく差別されていたことは事実ですが、人々は社会の中で大切な役割や産業、
文化などを担い、社会に貢献してきたのです。
　しかし、「解放令」以降は、それまでは被差別部落の専業であった産業に企業が参入したり、
警備や治安を担う役割が制度として無くなってしまったりするようになりました。このため、被
差別身分とされていた人々が、様々な役割や産業、文化などを担ってきたこと（例えば、祭り
で使われる太鼓や雪駄などは、被差別部落においても盛んに作られていました）が忘れられ、
次第に社会とのつながりが断ち切られてしまいました。
　その結果として、被差別部落やそこに生活する人々に対する、誤った認識や予断・偏見を受
け入れやすい社会ができあがり、身分制度が無くなったにも関わらず、厳しい差別が残ったと
考えられます。

日常生活の中にある差別につながる意識や態度3

　社会の中には、部落差別を容認することや差別を広げてしまうことにつながる可能性がある考
え方や行動様式が残っています。例えば、私たちは本能的に「死」をおそれますが、その「おそれ」
という感情が、「ケガレ」という意識をうみだし、この意識構造が、偏見を形づくったり科学的
根拠のない迷信を受け入れたりする土壌となり、差別意識の形成にも関わってきた面があります。
伝統的な「イエ」意識や家柄や格式を尊重するなどの封建的な考え方にも、このような面がある
ことを認識しておく必要があります。この他にも集団や地域の中で、必要以上に世間体を気にし
てしまうような場合や、行動の正当さよりも周囲への同調が求められるような場合が多いことも、
差別や人権侵害を助長する場合があります。
　また、同和問題は「自分には関係ない」とか、「一部の人の問題」と考え、あえてかかわろう
としない等、この問題に無関心でいる人々が少なくないことも、差別を容認し、問題の解決を遅
らせることにつながっています。

なぜ現在まで差別が残っているのですか？Ⅲ
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　これまで述べてきたように、日本固有の人権問題である同和問題は、憲法が保障する基本的人
権の侵害にかかわる深刻かつ重大な問題です。そして、今もなお多くの人々が差別に傷つき苦し
んでいる状況が続いています。
　この問題の解決は、あらゆる人権問題の解決につながるものであるととらえ、部落差別の解消
に向けて、現在も様々な取組みが行われています。

国の取組み1

　第Ⅱ章で述べてきたように、国は特別措置法による施策を中心に、同和問題の解決を目的とし
た様々な施策に取り組んできました。そして、特別措置法が失効した現在も、依然として残され
ている部落差別の解消に向けて取組みを続けています。

（１）地域改善対策協議会意見具申
　平成８（１９９６）年に、当時の総理府に置かれた地域改善対策協議会は、「同和問題の早期
解決に向けた今後の方策の基本的な在り方について」を政府に提出しました。
　２１世紀を「人権の世紀」であると位置づけた、この意見具申の主な内容は次のとおりです。

（２）人権擁護推進審議会答申
　地域改善対策協議会意見具申を受けて、人権の擁護に関する施策の推進について国の責務を
明らかにし、必要な体制を整備するため、平成9（1997）年に「人権擁護施策推進法」（5年
間の時限法）が施行され、それに基づいて「人権擁護推進審議会」が法務省に設置されました。
　同審議会は、平成 11（1999）年に「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるた
めの教育及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する基本的事項について」の答申を出しま
した。この答申で、日本には様々な人権侵害があるとし、同和問題については「結婚問題を中
心に、地域により程度の差はあるものの依然として根深く存在している。就職に際しての差別の
問題や同和関係者に対する差別発言、差別落書などの問題もある」と指摘し、「人権教育・啓
発をより一層推進し、国民一人ひとりに人権尊重の理念についての正しい理解が十分定着する
よう努めることが極めて重要である」として、学校・社会・家庭における人権教育の充実、効
果的な人権啓発、人権に関わりの深い特定の職業従事者の研修の充実などを提言しました。こ
れを受けて、平成 12（2000）年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行さ

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ

●今後の主要な課題は、「依然として存在している差別意識の解消」「人権侵害による被害
の救済等の対応」「教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の是正」「差別意
識を生む新たな要因を克服するための施策の適正化」であると提言しました。
●「今後、差別意識の解消を図るに当たっては、これまでの同和教育や啓発活動の中で積
み上げられてきた成果と、これまでの手法への評価を踏まえ、すべての人の基本的人権を
尊重していくための人権教育、人権啓発として発展的に再構築すべき」と提言しました。

〈今後の重点施策の方向〉
「同和問題を人権問題の重要な柱とし、依然として存在する差別意識の解消に向けた人権教
育・人権啓発を推進すること。」

「同和問題の早期解決を目指す取組みは、必要な一般対策によって的確に対応していくこと。」
「あらゆる人権侵害に対して、被害の救済を含めた人権擁護制度の充実強化を図ること。」
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れました。この法律では、同和問題など社会的身分や門地による不当な差別、人種、信条また
は性別による不当な差別などの解決に向けて、人権教育及び人権啓発に取り組むとしています。
　また、同審議会は、平成 13（2001）年に「人権救済制度の在り方について」と「人権擁
護委員制度の改革について」の答申を出しました。これを受けて、政府は人権侵害による被
害の救済等を内容とする法案の検討を進めています。

（3）人権教育・啓発に関する基本計画
　「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき、平成 14（2002）年に策定されま
した。この基本計画では、人権教育・啓発の基本的な在り方や、各人権課題ごとに取組みの方
向性が示されています。
　同和問題については、日本固有の重大な人権問題とし、地域改善対策協議会の意見具申の
趣旨に留意し、これまでの同和問題に関する教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果等
を踏まえ、今後は差別意識の解消に向けた人権教育・啓発に取り組むことが明記されています。
そのうえで、同和問題を重要な人権問題の一つとしてとらえ、対応する省庁を示しながら具体
的に10項目の取組内容を示し、積極的に推進するとされています。

（4）就職に関する差別を解消するための取組み
　これまで述べてきたように、「部落地名総鑑」事件や採用時の身元調査や不適切質問の横行
等、企業の同和問題についての理解と認識が不十分な状況がありました。このことが就職の機
会均等や生活権の保障といった基本的人権を侵害し、同和地区の人々の生活の安定と地位の向
上を阻み、部落差別を助長することにつながっていました。
　この状況を改善するために、行政は企業等と連携しながら様々な取組みを行っています。例
えば、厚生労働省は、一定規模の企業に「公正採用選考人権啓発推進員」を置く制度を設け（熊
本県においては、従業員数 30人以上の事業所等に「公正採用選考人権・同和問題啓発推進員」
を置くこととしています。）、差別のない公正な採用選考システムの確立を図っています。また、
企業が本人の適性・能力に関係のない事柄を、試験や面接の中で質問しないために「公正な
採用選考チェックポイント」を作成し、新規中学校・高等学校卒業者の就職応募書類には社用
紙を使わず、統一された用紙を用いるように求めています。

●趣旨・目的
　事業所の同和問題についての理解と認識が不十分な状況を改善するために、昭和 52年
度から「企業内同和問題研修推進員」が設置されました。
　推進員に対し、計画的、継続的な研修等を行って、各事業所における公正な採用選考
システムの確立を図ってきました。平成 9年度から現在の名称へ変更されています。

●推進員について
　一定規模以上（熊本県では、従業員数 30人以上）の事業所等において、雇用主が採
用選考等に関する相当の権限を有する従業員のうちから選任しています。

●推進員の役割
・公正な採用、選考システムの確立を図ること
・職業安定行政機関（ハローワークや労働局）との連携窓口
・各事業所内での公正採用選考推進に必要な対策の樹立及び推進を図ること

公正採用選考人権・同和問題啓発推進員制度

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ
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　次の❶～�の事項を、応募用紙（エントリーシートを含む）に記載させる・面接時におい
て尋ねる・作文を課すなどによって把握することや、�～�を実施することは、就職差別に
つながるおそれがあります。

「本人に責任のない事項」
　❶本籍、出生地に関すること
　❷家族に関すること（職業、続柄、健康、地位、学歴、収入、資産等）
　❸住宅状況に関すること（間取り、部屋数、住宅の種類、近隣の施設等）
　❹生活環境、家庭環境等に関すること

「本来自由であるべき事項（思想信条に関わること）」
　❺宗教に関すること� ❻支持政党に関すること　
　❼人生観、生活信条等に関すること� ❽尊敬する人物に関すること
　❾思想に関すること� �労働組合、学生運動等社会運動に関すること
　�購読する新聞・雑誌、愛読書等に関すること
「採用選考の方法」
　�身元調査などの実施
　�全国高等学校統一応募用紙・ＪＩＳ規格の履歴書（様式例）に基づかない事項を含んだ
応募書類（社用紙）の使用

　�合理的・客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断の実施

　「本人に責任のない事項」とは、応募者の能力や適性と関係のないこと、応募者には責
任のないことであり、「本来自由であるべき事項」とは、本人の自由であり、日本国憲法で
保障された自由権に基づくものです。採用選考にあたって、これらを採用基準とすることは
許されることではありません。
　採用選考に本当に必要な事項は何なのか、また、同和問題を解決するために取り組まなけ
ればならないことは何か、しっかり考えましょう。 

志望動機──────────────────────────────────
・当社への就職を希望されたのはどのような理由からですか。
・当社について知っていることがあれば話してください。
・「働く」ことについて、どのように考えていますか。
・当社での仕事にあなたのどのような面を活かしたいと思いますか。
・社会人として、どのようなことが大切だと思いますか。
学校生活──────────────────────────────────
・学校ではどんな科目が好きですか。�・学校生活での一番の思い出は何ですか。
性格関係──────────────────────────────────
・あなたの長所（セールスポイント）はどういうところですか。
・自分と異なる意見の人がいたら、どのように対応しますか。
趣味・スポーツ関係─────────────────────────────
・あなたは何か趣味を持っていますか。その趣味を持つようになった理由は何ですか。
・勉強とスポーツは両立させにくいと思いますが、あなたはどのようにして両立していましたか。
情報交換──────────────────────────────────
・当社に通勤するのに時間的には大丈夫ですか。
・１ヵ月に○○時間位残業がありますが、よろしいですか。
・県内、県外の営業所へ転勤がありますが、よろしいですか。

採用選考時に配慮すべき事項　〜就職差別につながるおそれがある 14 事項〜

適
切
な
質
問
の
例
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　応募書類に関しては、新規中学校卒業予定者については「職業相談票（乙）」、新規高等
学校卒業予定者については「全国高等学校統一応募書類」、専修学校、高専、短大、大学
卒業予定者については「新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例」（下記参照）に基
づいた応募社用紙または「ＪＩＳ規格履歴書」、一般求職者については「ＪＩＳ規格履歴書」を
使用することとされています。
　企業独自の応募用紙を作成・使用する場合には、項目に就職差別につながるおそれのある
ものがないか十分に注意することが必要です。
　なお、新規中学校卒業予定者、新規高等学校卒業予定者については、社用紙を使用しな
いこととされています。

募集・応募書類

　これらの取組みが進められたことにより、現在では差別につながる項目は履歴書か
ら削除され、面接の際に差別につながる質問をしないという改善が進んでいます。こ
のことによって、職業選択において、同和地区に関わりのある方の人権が守られるよ
うになったことはもちろんですが、それ以外にも例えば外国にルーツを持つ方、厳し
い家庭状況に置かれている方、障がいのある方など、様々な立場にある、多くの人々
の人権が守られるようになってきました。

（厚生労働省　都道府県労働局　ハローワーク（公共職業安定所））

＜新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例＞

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ
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（5）差別につながる身元調査を防ぐ取組み
　近所で特定の人のことについて話を聞いたり、住所や本籍地などを調べたりして、個人の素
性や身上を調査することなどを身元調査といいます。特に、戸籍については、家族構成の他、
先祖代々の本籍や名前をたどることができるため、同和地区の出身者かどうかを調査するといっ
た、差別につながる身元調査に使用するための閲覧や取得が行われてきました。
　これらの中には、交際の後に事実上の婚姻関係にあった男性と女性について、男性側の両親
が女性の身元調査を行った結果、被差別部落出身者との結婚は認められないとして冷たい態度
をとり続け、最終的には男性も加わって女性に精神的な苦痛を与えたことで、絶望した女性が
自殺するに至った例もあります。

　この他にも、平成 19（2007）年には「探偵業の業務の適正化に関する法律」が施行され、
探偵業者は調査の結果が違法な差別的取り扱いなどに用いられることを知ったときは、探偵業
務を行ってはならないとされています。

熊本県の取組み2

　県では、昭和 40（1965）年の同和対策審議会答申を踏まえ、同和問題を基本的人権の侵害
に関わる重大な人権問題であると受け止め、一日も早く解決するために、特別措置法に基づき、
生活環境の改善、社会福祉の増進、産業の振興、職業の安定、教育の充実、人権擁護活動の強
化など総合的な取組みを進めてきました。
　さらに、平成 8（1996）年の地域改善対策協議会意見具申を踏まえ、平成 14（2002）年 3
月の特別措置法の失効後も、部落差別がある限り同和行政は必要であるとの認識から、同和問題
を人権問題の重要な柱としてとらえ、同和問題の解決に向けた施策を推進しています。

（1）熊本県部落差別事象の発生の防止及び調査の規制に関する条例
　この条例は、同和地区に住んでいることや住んでいたことを理由として結婚や就職の際に引
き起こされる部落差別事象の発生を防ぐために、平成 7（1995）年に制定されました。
　県や県民、事業者の役割と責務を明らかにするとともに、結婚や就職の際に、同和地区に住
んでいることや住んでいたことについて、県民や事業者が調査を依頼することを禁止し、また、
県内事業者が自ら調査したり、調査を引き受けたりすることを規制しています。この条例の主
な内容は次のとおりです。

　平成 19（2007）年 4月、これまでの戸籍の公開原則を改め、第三者からの交付請求を
制限し、不正取得への制裁措置強化等を盛り込んだ改正戸籍法が成立し、平成 20（2008）
年 5月に施行されました。
　その背景には、これまで無条件に請求できた8士業（弁護士､司法書士､土地家屋調査士、
税理士､ 社会保険労務士、弁理士､ 海事代理士又は行政書士）による、職務上の権限を利
用した戸籍謄本等の不正取得事件が相次いで発覚したことがあげられます。
※全国の市町村では戸籍謄本等の不正入手を防止するために、「本人通知制度」の導入が
進められています。

戸籍謄本等の不正入手防止
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条例の目的  
　県民の基本的人権を守るうえから、結婚や就職に際しての部落差別事象をなくすため、次
のことを定めています。
●同和地区に住んでいることや住んでいたことを理由として結婚や就職に際し引き起こされ
る部落差別事象を防ぐため、県や県民、事業者の役割と責任を明らかにしています。
●結婚や就職に際して、同和地区に住んでいることや住んでいたことを県内事業者が調査し
ないようにするために必要な規制を定めています。

県の役割と責任  
　県は、市町村と協力して、結婚や就職に際して引き起こされる部落差別事象を未然に防止
するために研修会等やマスメディアを活用した啓発事業を計画的に行います。

県民や事業者の役割と責任及び知事の指導・助言  
　県民や事業者は、結婚や就職に際して、次のようなことをしてはいけません。
●同和地区の所在が明示された図書や地図などの資料を提供すること。
●同和地区であることを教えたり、言い広めたりすること。
●特定の個人やその親族が同和地区に住んでいるかまたは住んでいたかについて調査を依
頼すること。
●このほか、部落差別事象の発生につながるおそれのある行為をすること。
　知事は、このようなことを行った県民や事業者に対して必要な指導・助言を行うことにし
ています。

県内事業者に対する規制と勧告、公表  
●県内の事業者は、結婚や就職に際して「特定の個人やその親族が同和地区に住んでいる
かまたは住んでいたか」について、調査をしたり調査を引き受けたりしてはいけません。
●県内の事業者がこれに違反した場合は、知事はその事業者に対して違反行為の中止と部
落差別事象の発生の防止のために必要な措置をとるよう勧告することにしています。
●知事は、違反した事業者がこの勧告に従わない場合や勧告するときに必要な資料の提出や
説明を拒否した場合は、そのことを公表することにしています。ただし、県は、公表する
前にその事業者からあらかじめ意見を聴くことにしています。

（2）「人権教育のための国連10年」熊本県行動計画
　平成 8（1996）年に策定された、国際連合の「人権教育のための国連 10 年行動計画」、
翌年に策定された、国の「『人権教育のための国連 10 年』国内行動計画」を受けて、平成
11（1999）年に、本県における人権教育の具体的な推進方策としてまとめました。
　この計画は、平成 16（2004）年に策定された、熊本県人権教育・啓発基本計画に引き継
がれています。

（3）熊本県人権センターの開設
　人権教育・啓発の拠点として、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けて、県
民の人権意識の高揚を図るため、平成 14（2002）年に開設しました。
　「熊本県人権センター」では、人権に関するイベントや講演会などの開催、テレビＣＭの放送・

熊本県部落差別事象の発生の防止及び調査の規制に関する条例

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ
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人権教育・啓発の定義  
　「すべての県民を対象として、あらゆる場、あらゆる機会をとらえて行われるものであって、
自らの尊厳に気づくとともに、多様性を容認する『共生の心』を育み、物事を人権の視点で
とらえ、それを自分のこととして考え、行動できる態度を身につけるための教育・啓発」で
あると定義しています。

人権教育・啓発の目標  
　「すべての人の人権と基本的自由が尊重され、すべての人がその個性を全面的に開花させる
ことにあります。すなわち、すべての人が、出身や門地、性や年齢の違い、障がいの有無や貧富
の差に関係なく、独立した人格と『尊厳』をもった一人の人間として尊重され、それぞれが『自
立』し、必要に応じた『ケア』も含めたあらゆる生活分野における処遇や『社会参加の機会の平
等』が保障され、『自己実現』できる社会、みんなが幸せに安心して自分らしく生きることがで
きるようなコミュニティを創造すること」としています。

人権の重要課題  
　様々な分野における人権意識の高まりや社会情勢の変化等の中で、国の計画等を踏まえつ
つも、熊本県として取り組んできたものや取り組むべきものをしっかりと課題として取り上げ
ることとしました。
●女性の人権　●子どもの人権　●高齢者の人権　●障がい者の人権　●同和問題
●外国人の人権　●水俣病をめぐる人権　●ハンセン病回復者等の人権
●感染症・難病等をめぐる人権（HIV 感染症等をめぐる人権、難病等をめぐる人権）
●犯罪被害者等の人権　●拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害　
●インターネットによる人権侵害　
●様々な人権課題（アイヌの人々の人権、ホームレスの人権、性同一性障がい・性的指向
をめぐる人権、刑を終えて出所した人等の人権、新たな人権課題等）
　それぞれの人権問題について、正しい知識を身につけるとともに、自らの問題としてとら
え、具体的な行動につなげていくという積極的な姿勢が求められています。

ラジオによる啓発番組やＣＭの放送・新聞や情報誌などへの啓発広告の掲載といった様々なマ
スメディア利用した啓発のほか、パンフレット、リーフレットやポスター、啓発物品などを作成、
配布するなど、様々な方法で啓発を実施しています。
　また、各職場や地域において人権研修が推進されるよう、研修指導者等の人材育成や、研
修資料の提供、外部講師の紹介等の支援を行っており、これらをより効果的にするために、人
権に関する図書、DVD、パネル等の貸出しも実施しています。
　さらに、人権問題に関する相談窓口を設置し、相談者への助言を行うとともに、必要に応じ
て各種の専門的な相談機関とも連携を図っています。
　このような啓発活動や人材育成事業をより充実したものとするため、市町村とも連携を深め
ながら体制及び事業の充実・強化を図っているところです。

（4）熊本県人権教育・啓発基本計画
　平成16(2004)年に策定し、平成20(2008)年、平成24(2012)年及び平成28(2016)年に社会状
況の変化等を踏まえて、改定を行いました。
　この計画では、同和問題をはじめとする様々な人権問題の現状を明らかにするとともに、今
後の人権教育・啓発の取組みの方向を示しています。
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　この基本計画においても、「同和問題は引き続き解決に取り組む県政の重要課題であり、これから
も粘り強く解決に向けた取組みを推進していかなければなりません。」と位置付けています。
　このため、今後の差別意識の解消に向けた教育・啓発の取組みに当たっては、「地域改善対策
協議会意見具申」を尊重し、これまでの同和問題に関する教育・啓発活動の中で積み上げられて
きた成果等を踏まえ、また、同和問題を人権問題の重要な柱としてとらえ、すべての県民の基本
的人権を尊重するための人権教育・啓発として充実を図る必要があります。

人権教育・啓発の取組みの方向  
【教育】
一人ひとりの発達段階（「就学前教育」「学校教育」「社会教育」）に応じた人権教育を行
うとともに、人権に関する学習環境の整備・充実を図ります。

【啓発】
人権問題について、正しく理解・認識されるような啓発を進めるとともに、人権意識の高揚
を図りながら、日常生活の中で、自らの態度や行動に現れるような啓発を進めます。

【人権に関わりの深い職業等に従事する人に対する研修･啓発】
公務員、教職員、警察・消防職員、保健 ･医療 ･福祉関係者、マスメディア関係者といった
人権に関わりの深い職業等に従事する人が、人権感覚を磨くための研修に取り組みます。

　国際連合（以下国連という）は平成 7（1995）年から平成 16（2004）年までの 10年
間を「人権教育のための国連 10年」と定め、各国に対し「人権という普遍的文化」が構
築されることを目的として、国内行動計画を策定することを求めました。国連が策定した「人
権教育のための国連 10年行動計画」では、「人権教育」を「知識と技術の伝達及び態度
の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために行う研修、普及及び広報努力」と
定義しています。この動きを受けて、日本でも平成 9（1997）年に「『人権教育のための
国連 10年』に関する国内行動計画」を策定し、人権教育・啓発の推進に取り組みました。
　国連は、「人権教育のための国連 10年」終了後も人権教育はまだ十分には行われていな
いとの認識から、「国連 10年」をフォローする形で、平成 16（2004）年 12 月の国連総
会において「人権教育のための世界計画」を実施する決議を採択し、すべての分野で人権
教育を展開することとしました。
　この計画では、第１段階（当初 2005 年～ 2007 年、後に２年延長）として、初等 ･中等
教育に焦点を絞った行動計画、第２段階（2010 年～ 2014 年）として、高等教育における
人権教育と、あらゆるレベルにおける教員、教育者、公務員、法執行官等への人権教育を
重点とした行動計画、さらに、第３段階（2015 年～ 2019 年）においては、第１段階，第２
段階の取組みの一層の強化や、メディア関係者、ジャーナリストを重点とした行動計画が示
されました。

国際連合と人権  
　国際連合とは、世界の平和と経済・社会発展のために協力することを誓った国が集まって
できた機関です。第二次世界大戦の反省から、平和を実現するためには世界的な人権保障
が必要であるとして、昭和 23（1948）年に「世界人権宣言」を採択し、人権の国際的基

人権教育・啓発に関する国際的な動向

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ
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準を示しました。この中ですべての人の自由・平等・無差別の原則を定めています。
　この宣言を具体的に条約化し、締約国に国内法と同じ効力を持たせようとした「経済的、
社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約 /A規約）」「市民的及び政治的権利
に関する国際規約（自由権規約 /B規約）」をはじめ、人権に関する様々な国際条約を採択
するなど世界のすべての人の人権を守るために様々な活動をしています。
　国連において人権問題を中心的に扱う場が「人権理事会」です。従来の人権委員会は経
済社会理事会の下部機関でしたが、国際社会における人権問題の重要性が高まったこともあ
り、総会直属の機関として平成 18（2006）年に設立されました。また、国連人権高等弁
務官事務所（UNHCHR）は、世界各国における人権保護・促進のための活動を行っています。
この他にも、　国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）、国連教育科学文化機関（UNESCO
ユネスコ）、国連児童基金（UNICEFユニセフ）、国際労働機関（ILO）、国際刑事裁判所
（ICC）など、人権に関連の深い機関がいくつもあります。

「えせ同和行為」排除のための取組み3

　「えせ同和行為」とは、「同和問題はこわい問題であり、できれば避けたい」との誤った意識
に乗じ、同和問題の解決を口実にして、会社や個人、行政機関などに不当な要求や不法な行為な
どを行い、何らかの利益や利権を得ようとするものです。「えせ」とは、似ているが非なるもの
という意味であり、えせ同和行為は同和問題の解決に力を尽くしているように装いながら、実際
にはそうではないということです。
　えせ同和行為には様々な手法があります。例えば、同和問題に関する本や物品を購入するよう
に迫る、特定の団体への寄付金や賛助金を強く求める、工事などの下請けに参入させるよう要求
する、といったことなどがあげられます。また、要求を断ろうとすると、同和問題についての知
識の不足を公表すると脅されたり、「差別だ」と非難されたりすることもあります。
　平成 26（2014）年に、法務省が全国の 9,000 事業所を対象としてアンケート調査を実施し
たところ、4,398 事業所から回答があり、1年間に同和関係者・関係団体を名乗る者から、違法・
不当な要求を受けた事業所は全体の 4.6％でした。これまでの調査と比較すると大幅に減少して
いますが、依然として、全国で「えせ同和行為」の被害が後を絶たないことがわかります。
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　えせ同和行為は、同和問題の解決とは何の関係もなく、単に同和問題を悪用し、上に挙げたよ
うな方法や内容で違法 ･不当な要求を行い、時には犯罪行為に当たるケースさえあります。その
ため、えせ同和行為の被害にあった人やそれを伝え聞いた人に「同和問題には関わらない方がよ
い」「同和問題はこわい問題だ」といった誤った認識を植え付けてしまいかねません。このよう
な認識が広がっていけば、これまでの差別意識の解消に向けた長年にわたる教育や啓発の効果を
覆し、新たな差別意識を広め、同和問題解決の大きな妨げとなってしまいます。

　上に示したように、不当な要求を受けた事業所のうち14.2％の事業所がその要求に応じていま
す。不当な要求が受け入れられている限り、えせ同和行為はなくならず、同和問題についての誤っ
た認識が広まり続けることになります。そこで、国は全省庁参加の下、「えせ同和行為対策中央
連絡協議会」を設置するなどして、えせ同和行為を排除するなどの取組みを行っています。熊本
県でも、国の各種機関や県、県警、県弁護士会等が構成機関となった「熊本県えせ同和行為対
策関係機関連絡会」が設置されており、各機関が連携して、えせ同和行為の排除に取り組んでい
ます。
　えせ同和行為を排除するためには、安易な妥協をせず、毅然とした態度で拒否することなどの
対応が必要です（P36～ 37に対応時のポイントをまとめています）。そして、何よりも大切なこ
とは、同和問題に対する正しい認識を持ち、誤った差別意識を持たないことです。

■要求にすべて応じた ■要求に一部応じた
■要求を拒否した ■要求の対応を検討中・無回答

えせ同和行為の要求に対する対応

11.3% 78.9% 6.9%

2.9%

14.2%

同和問題（部落差別）の解決のために現在取り組まれていることⅣ

違法・不当な要求の方法（上位5位、複数解答） 違法・不当な要求の内容（上位5位、複数解答）

■執拗に電話をかけている
■「同和問題を知っているか」と、おどす
■大声で威嚇する
■「責任者に会わせろ」と、おどす
■「多数で押しかける」と、おどす

■機関誌・図書等物品購入の強要
■寄付金、賛助金の強要
■講演会・研修会への参加強要
■下請けへの参加強要
■機関誌への広告掲載の強要
■名簿の購入の強要
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自分にできることを考えましょうⅤ
　「同和問題は一部の特定の人の問題であり、自分とは関係のない問題である。」という意見が
ありますが本当にそうでしょうか？同和対策審議会答申で指摘されているように、部落差別の背景
には、日本の社会・経済・文化体制が存在しています。また、「自分には関係ない」とか、「一
部の人の問題」と考える無関心は、差別を容認し、問題の解決を遅らせることにつながります。
　生活の中には、同和問題と関わりのある様々な場面があり、それらは一部の人にだけ関わりの
あることではありません。この問題を自分に関わりのある問題と捉えることは、自分自身の意識
や態度、行動について考えるきっかけとなります。
　これまで述べてきたように、同和問題の解決にむけて社会的な取組みが必要であることは間違
いありません。しかし、これらの取組みを、真の差別解消につなげるためには、個人個人が同和
問題について正しい認識を持ち、それを自分のこととして考え、差別をなくすために行動できる
態度を身につけることが求められます。

同和問題について正しい認識を持ちましょう1

　部落差別には、誤った知識や予断・偏見が強く関係していることが多くあります。同和問題に
ついて、次のような誤った認識を持たれることがよくありますが、それらに惑わされることなく、
正しい認識を持つことが大切です。

（1）同和問題は、教えるからかえって差別が広がるのでは？　
そっとしておけば自然になくなるのでは？

　「同和問題は、知らない人にまで教えなくてもいいのではないか。」「教えるから、かえって
差別が広がるのではないのか。」という考えを持つ人がいます。これは、いわゆる「寝た子を
起こすな」という差別の現実を避けて通る姿勢から出てくる考えだと言えます。しかし、本当
にそっとしておけば、同和問題は自然に解消していくものでしょうか。
　内閣府が平成 24（2012）年に行った「人権擁護に関する世論調査」では、「同和問題に
ついて初めて知ったきっかけは何からか？」という問いに対し、「家族や近所、職場の人や学校
の友達から聞いた。」と答えた人が 29.9％、「テレビ・ラジオ・新聞・本等から。」と答えた人
が 15.7％でした。一方で「学校の授業で教わった｡」と答えた人が 19.5％、「自治体の広報
誌や冊子等から｡」と答えた人が 1.2％、「同和問題の集会や研修会で知った｡」と答えた人が
2.2％でした。この結果から、教育や啓発を通して同和問題を教えられる人よりも、様々な機
会に周りから同和問題を教えられる人の方がはるかに多いことがわかります。つまり、教育や
啓発をやめたとしても、何らかの形で同和問題を知る機会は数多くあり、誤った認識が広まる
ことを防ぐことはできないということです。このことは、解放令によって身分制度がなくなった
後、同和問題についての教育や啓発が殆ど行われない時期が約 100 年間続いたにも関わらず、
部落差別が解消されなかったことからも明らかです。したがって、「教えるから差別が広まる」
という考え方は誤りです。
　また、これまで述べてきたように様々な形で差別が残っている社会においては、同和問題に
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ついて正しく理解をしておかないと、何かの機会に事実に基づかない情報に接し、それによっ
て予断・偏見が形成され、差別を生みだすおそれがあります。
　同和問題を知らない人が正しく認識すること、あるいは、誤った認識を持っている人が、そ
の間違いに気づき、その認識を改めること、つまり「正しく起こす」ことが必要です。

（2）同和地区の人にも差別される原因があるのでは？
　私たちは、時として直接見たり、聞いたりしたことはないけれど、噂等の不確かな情報によっ
て、人や集団に対し悪いイメージを持ったり、予断・偏見を持ったりしてしまうことがあります。
同和問題においても、噂や憶測で思い込んでいることはないでしょうか。
　これまで述べてきたように、部落差別は、封建社会の政治や経済の仕組みの中で、幕藩体
制の維持・強化を目的として、政治的・人為的につくりあげられた身分制度に由来すると言わ
れています。（P４を参照）この身分制度の中で、当時の社会にあった偏見や、「ケガレ意識」
等の人々の誤った意識を利用し、例えば、死んだ牛馬の処理、皮革生産、警備や罪人の逮捕、
死刑の執行等の仕事にあった人々を被差別身分として位置づけたのです。そして、民衆の生活
が苦しくなり、幕藩体制に対する不満や不安が大きくなればなるほど、これらの人々に対する
差別が強められていったという経緯もあります。
　また、一定のエリアが被差別地域とされたのは、身分制度の固定を確実にするために、幕府
や藩により、居住地域を定められたり、限定されたりしたからに過ぎず、そのことで差別され
る理由は何もありません。
　同和問題とは、生まれた場所や家族、住んでいる場所といったことを理由に不平等 ･不利益
な扱いを受けるという問題です。しかし、人は場所や家族を選んで産まれてくることはできま
せん。どこで生活するのか？という「居住・移転の自由」は基本的人権として保障された権利
の一つです。このことからも、本人には何の責任も落ち度もないにもかかわらず不平等 ･不利
益な扱いを受けるという同和問題の非合理性がわかります。

（3）同和問題は、同情心があれば解決するのでは？
　「同和地区の人は、差別されて気の毒だ。かわいそうだ。」という考えは、誤っています。
このような同情心には、裏返していえば、「私は同和地区に生まれなくてよかった。」という気
持ちや、「自分が差別されない立場にある」という優越感が潜んでいることもあるからです。
自分や身近な人が差別されたり、いじめにあったりしたとき、かわいそうだというだけでは済ま
されないはずです。
　差別をされている人の苦しみや痛みも自分の苦しみや痛みと同じように感じ、お互いにその
尊厳を認め合い、人が人を差別することのないように積極的に行動していくことが大切です。

（4）同和地区の人々が分散して住めば差別はなくなるのでは？
　「同和地区の人々は固まって住んでいて、周囲の地区との付き合いが少ないから差別をされ
る」、「分散してばらばらに住めば同和地区出身かどうかわからなくなり、差別もなくなる」と
いう考えがありますが、本当にそうでしょうか？

自分にできることを考えましょうⅤ
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　本来、誰もが自分の住みたい場所に住む権利を持っています。しかし、同和地区の人々が自
らの意志で他の地区へ移り住んだとしても、身元調査を受けて同和地区出身であることが明ら
かになれば、就職や結婚などに際して差別されてしまうという厳しい現実があります。
　また、分散して住めばよいという考え方は、差別される側に差別の原因があるということに
なり、差別意識を温存することにつながります。さらに、自分の意思に反して分散して住まざ
るを得ないとしたら、憲法で保障された基本的人権の著しい侵害になります。
　このように、差別意識をそのままにしておいて、単に住む場所を変え、分散することでは、
同和問題の根本的な解決にはならないのです。どこに誰が住んでいても、すべての人が差別を
することがない社会をつくることが、何よりも大切なのではないでしょうか。

（5）もう同和問題は解決したのでは？
　昭和40（1965）年の同和対策審議会答申に基づき、昭和44（1969）年から平成14（2002）
年 3 月末まで 33 年間にわたって実施された、同和対策事業特別措置法等による事業は終了
しました。
　しかし、平成 8（1996）年の地域改善対策協議会意見具申でも指摘しているように、現在
でも、同和地区の人々の教育・就労・経済状況などの生活実態面には、まだ課題が残されてい
ます。また、心理的な面では未だに残っている差別意識によって、これまで述べてきたように様々
な差別事象が起きています。
　差別が存在する限り、国や県、県民が一体となってその解決に努めなければなりません。特
別措置法が失効したので同和対策は終わった、同和問題は解決したといった考えは全くの誤り
であり、行政は現在も特別な施策ではなく、一般施策として差別の解消を目的とした様々な施
策に取り組んでいます。

（6）同和問題は、自分には関係ないのでは？
　同和問題は自分には直接関係がないという考えを持った人がいます。しかし、「自分は差別
していない、差別なんて関係ない。」と思っている人でも、自分の心の中の差別意識に気づか
ずに、ふとした時に人を傷つけたり、傷つけられたりしている場合があります。また、「差別は
いけないことだ。」と口では言いながら、自分に直接かかわる問題になると、昔ながらの迷信
や因習にこだわったり、偏見でものを見たり判断したりする場合もあります。
　同和問題の解決のためには、私たち一人ひとりが、迷信や因習、世間体などにとらわれず、
自分自身で考え判断するという主体性のある生活態度や、差別を許さないという価値観をもっ
て行動していくことが必要です。この取組みは、他のあらゆる差別を許さないということにつ
ながっていきます。
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　私たちは、血筋、家柄、迷信等にこだわるなど、不合理な考えで、判断したり行動したりして
しまうことがあります。同和問題においても、正しくわかろうとしないで、噂や憶測で思い込ん
でいることはないでしょうか。
　社会の中には、部落差別を容認することや差別を広げてしまうことにつながる可能性がある考
え方や行動様式が残っています。例えば、私たちは本能的に「死」をおそれますが、その「おそれ」
という感情が、「ケガレ」という意識をうみだし、この意識構造が、偏見を形づくったり科学的
根拠のない迷信を受け入れたりする土壌となり、差別意識の形成にも関わってきた面があります。
伝統的な「イエ」意識や家柄や格式を尊重するなどの封建的な考え方にも、このような面がある
ことを認識しておく必要があります。
　また、集団や地域の中で、必要以上に世間体を気にしてしまうような場合や、行動の正当さよ
りも周囲への同調が求められるような場合が多いことも、差別や人権侵害を助長する場合があり
ます。
　差別をなくすためには、同和問題について正しく理解・認識するとともに、自分自身で考え、
行動していく態度を養うことが必要です。また、身の周りで偏見や差別にあったとき、周りの人
達と皆で考え、行動していく勇気と努力が大切です。

（1）思い込みや偏見をなくしていきましょう
　「女のくせに料理もできないのか」「年寄りのくせにそんな派手な服を着て」「子どものくせ
に生意気なことを言うな」などと、言うことはありませんか？これらは、日常生活の中で、つ
い何気なく交わしがちな会話のひとつです。
　しかし、よく考えてみると、これらに「女は料理ができるものだ」「年寄りは地味にしておく
ものだ」「子どもは素直に言うことを聞くものだ」などといった思い込みが潜んでいます。一
人ひとりの個性を見るのではなく、集団やグループをひとまとめに考え、固定的にレッテルをはっ
てしまうのは、偏見や差別につながります。
　偏見は、科学的な根拠のない話や噂などを安易に受け入れたり、物事を一面的にしかとらえ
ずに、よく確かめようとしなかったり、自分自身で考え、判断しなかったりする態度から生まれ
ます。
　思い込みや偏見をなくすには、生活の様々な場面において、物事を正しくとらえようとする
意欲、相手の立場や気持ちをわかろうとする姿勢、物事を表面的にとらえずに深く掘り下げる
考え方を持つことが大切です。

（2）迷信や世間体にとらわれず、自分自身で考え、判断しましょう
　物事を決めたり、判断するとき、「科学的には何の根拠もない、おかしい」と感じても、「周
りの人はどう思うだろうか」といった世間体にとらわれたり、そうした考えを他人に押しつけた
りする傾向がありはしないでしょうか。たとえば迷信と言われる六曜に基づいて、なぜ縁起が

日常生活の中で「人権感覚」を磨きましょう2

自分にできることを考えましょうⅤ
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悪いのか理由はよくわからないにもかかわらず、うわさや世間体にとらわれて「仏滅の日に結
婚式をあげるのは縁起が悪い」と言う人がいます。
　広い視野をもち、他人によりかかったものの見方をせずに、きちんとした根拠に基づいて、
自分自身で考え判断することが大切です。

（3）次の世代の子どもたちに人権を尊重する心を伝えていきましょう
　家庭内での、日頃の何気ない家族の対話が、子どもの人生に大きな影響を与えると言われま
す。実際、同和地区に対する差別意識や偏見は、子どものうちに、親など身近な人から聞かさ
れてつくられた場合が多いのです。
　大人たちが、子どもたちに誤った知識を教えることなく、相手を尊重する心を持つよう、普
段から心がけ、言葉や行動で示していきましょう。
　一人ひとりの力は小さなものかもしれませんが、家庭、職場、地域社会などを通して日頃か
ら人権感覚を磨くことが、一人ひとりの生き方や価値観を尊重できる社会の形成につながって
いきます。

　これまで述べてきたように、部落差別が残ってきた原因として、歴史的・社会的な背景などが
ありますが、どのような背景があるにしても、差別を容認することはできません。端的に言えば、
差別をする人の存在がいつまでも同和問題を残しているのです。このことは、同和問題に限らず、
すべての人権問題にも共通していることです。
　同和問題は、「差別をされる側」 の問題ではなく、「差別をする側」 の問題であり、その中には、
自分には関係ないといった無関心であることも含まれます。なぜなら、無関心は結果的に差別の
存在を許してしまうことになるからです。
　「誰かがなくしてくれる」 では差別はなくなりません。「私」自身が差別をなくすためにどう行
動するのかが大切です。まず、自分にできることから始めましょう。

　非科学的・非合理的なものであるにもかかわらず、現代においても、根強く残されている
迷信、因習といったものがあります。例えば六曜（先勝、友引、先負、仏滅、大安、赤口）
は、明治５（１８７２）年の改暦の詔書によって妄

も う た ん む け い

誕無稽（嘘偽りで拠り所もない）として一
挙に禁止されたものですが、暦などに使われています。単に日にちを区別するための記号で
あり、もともと日の吉凶を示すものではありませんでしたが、祝い事に仏滅を避けるなど六
曜にこだわっている人もいるのではないでしょうか。
　また、血液型占いにしても、テレビの情報番組等で紹介されていますが、日本独自の考え
で科学的な根拠はありません。

身近な迷信や因習
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人権に関する資料

世 界 人 権 宣 言 （ 抜 粋 ）
（昭和23（1948）年12月10日　第3回国際連合総会採択）

前　文
　人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認する
ことは、世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、
　人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰
の自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として
宣言されたので、
　人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするため
には、法の支配によって人権を保護することが肝要であるので、
　諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、
　国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並び
に男女の同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と
生活水準の向上とを促進することを決意したので、
　加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進
を達成することを誓約したので、
　これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重
要であるので、
　よって、ここに、国際連合総会は、
　社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身
の人民の間にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由
との尊重を指導及び教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と
遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によって確保することに努力するように、すべて
の人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。
第１条　すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平
等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動し
なければならない。

第２条　すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的
若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による
差別をも受けることなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することがで
きる。（2略）�

第７条　すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平
等な保護を受ける権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対
しても、また、そのような差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受
ける権利を有する。
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日 本 国 憲 法 （ 抜 粋 ）
（昭和21（1946）年11月３日公布　昭和22（1947）年５月３日施行）

（基本的人権）
第１１条　国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基
本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。

（自由及び権利の保持義務と公共福祉性）
第１２条　この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これ
を保持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常
に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。

（個人の尊重と公共の福祉）
第１３条　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民
の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊
重を必要とする。

（平等原則、貴族制度の否認及び栄典の限界）
第１４条　すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門
地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。（2､ 3 略）

（居住、移転、職業選択、外国移住及び国籍離脱の自由）
第２２条　何人も､ 公共の福祉に反しない限り､ 居住､ 移転及び職業選択の自由を有する。
　２　何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。

（家族関係における個人の尊厳と両性の平等）
第２４条　婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基
本として、相互の協力により、維持されなければならない。
　２　配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するそ
の他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定さ
れなければならない。

（生存権及び国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務）
第２５条　すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
　２　国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び
増進に努めなければならない。

（教育を受ける権利と受けさせる義務）
第２６条　すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を
受ける権利を有する。
　２　すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさ
せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。

（勤労の権利と義務、勤労条件の基準及び児童酷使の禁止）
第２７条　すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。（2､ 3 略）

（基本的人権の由来特質）
第９７条　この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の
努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民
に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
（平成１２（２０００）年法律第１４７号）

（目的）
第１条　この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人
種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関
する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、
地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権
の擁護に資することを目的とする。

（定義）
第２条　この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動
をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国
民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。

（基本理念）
第３条　国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域
その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する
理解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採
用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければなら
ない。

（国の責務）
第４条　国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）
第５条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情
を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）
第６条　国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現
に寄与するよう努めなければならない。

（基本計画の策定）
第７条　国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。

（年次報告）
第８条　政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策につい
ての報告を提出しなければならない。

（財政上の措置）
第９条　国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該
施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。
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部落差別の解消の推進に関する法律
（平成２８（２０１６）年１２月１６日公布・施行）

（目的）
第1条　この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部
落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有
を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の
下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本
理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充
実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会
を実現することを目的とする。

（基本理念）
第2条　部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけ
がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する
必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社
会を実現することを旨として、行われなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第3条　国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、
地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提
供、指導及び助言を行う責務を有する。

２　地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な
役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情
に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。

（相談体制の充実）
第4条　国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。
２　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差
別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。

（教育及び啓発）
第5条　�国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。
２　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差
別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。

（部落差別の実態に係る調査）
第6条　国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を
得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。
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熊本県部落差別事象の発生の防止及び調査の規制に関する条例
（平成７（１９９５）年３月１６日公布・施行）

（目的）
第１条　この条例は、同和地区（歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害さ
れている地域をいう。以下同じ。）に居住していること、又は居住していたことを理由
としてなされる結婚及び就職に際しての差別事象（以下「結婚及び就職に際しての部
落差別事象」という。）の発生の防止について県、県民及び事業者の責務を明らかにす
るとともに、結婚及び就職に際しての同和地区への居住に係る調査の規制に関し必要な
事項を定めることにより、県民の基本的人権の擁護に寄与することを目的とする。

（県の責務）
第２条　県は、結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生を防止し、県民の基本的人権
の擁護に寄与するため、国及び市町村と協力して必要な啓発を行う責務を有する。

（県民及び事業者の責務）
第３条　県民及び事業者は、この条例の精神を尊重し、みずから啓発に努めるとともに、
県が実施する施策に協力する責務を有する。

２　県民及び事業者は、同和地区の所在地を明らかにした図書、地図その他資料を提供
する行為、特定の場所又は地域が同和地区であるか否かを教示し、又は流布する行為、
特定の個人の結婚及び就職に際して当該特定の個人又はその親族の現在又は過去の居
住地が同和地区に所在するか否かについて調査を依頼する行為その他結婚及び就職に
際しての部落差別事象の発生につながるおそれのある行為をしてはならない。

（指導及び助言）
第４条　知事は、県民及び事業者に対し結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生を防
止する上で必要な指導及び助言をすることができる。

（規制）
第５条　県の区域内に事務所若しくは事業所又は住所を有する事業者（以下「県内事業者」
という。）は、特定の個人の結婚及び就職に際して当該特定の個人又はその親族の現在
又は過去の居住地が同和地区に所在するか否かについて、みずから調査し、又は調査
を受託してはならない。

（申出）
第６条　前条の規定に違反する行為の対象とされた者又は当該行為の発生を知った者は、
その旨を知事へ申し出ることができる。
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（勧告等）
第７条　知事は、県内事業者が第５条の規定に違反したときは、当該県内事業者に対し、
当該違反に係る行為を中止し、及び結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生の防
止のために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。

２　知事は、前項の規定の施行に必要な限度において、県内事業者に対し、必要な資料の
提出又は説明を求めることができる。

３　知事は、県内事業者が第１項の規定による勧告に従わないとき、又は前項の規定によ
り必要な資料の提出又は説明を求めた場合においてこれを拒否したときは、その旨を公
表することができる。

４　知事は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、当該公表に係る者に
対しその旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、意見の聴取を行わなけれ
ばならない。

（解釈及び運用）
第８条　この条例は、基本的人権の尊重の精神に基づいて、これを解釈し、及び運用する
ようにしなければならない。

（規則への委任）
第９条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
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「えせ同和行為」への対応
（法務省人権擁護局「えせ同和行為対応の手引」より）

「えせ同和行為」対応の基本的注意事項
①　基本的姿勢
　えせ同和行為に対する基本的姿勢は、違法・不当な要求は断固として拒否することに
あります。応ずることのできない違法・不当な要求を拒否するのは当然のことであって、
たとえその要求が同和問題への取組等の名目で行われても結論は同じです。

②　こわいものという意識を捨てること
　同和問題の名の下に不当な要求をする者は、そのことによって「もはや同和問題を論
じる資格はない」というべきです。その者の要求行為は、えせ同和行為そのものであり、
恐れる必要のないものです。

③　初期の対応
　　最初から一貫して、毅然とした態度で対応します。最初の対応の誤りが事件を拡大さ
せるので、最初に相手にすきを見せたり、脈ありと思わせたりしてはいけません。

④　安易な妥協はしないこと
　えせ同和行為者は、「弱い者に強く、強い者には弱い」ものです。したがって、安易
な妥協をすると、さらにつけ込まれることになります。その場しのぎの安易な妥協は、
火に油を注ぐ結果となります。例えば、えせ同和行為者は、刑事事件となることを怖がっ
て、具体的な金銭の要求をせず、「誠意を見せろ」、「善処しろ」などと攻めてきますが、
それに根負けして金銭で妥協してはいけません。

⑤　脅しを恐れないこと
　えせ同和行為者自身、刑事事件となることを怖がっているため、激しい言葉を発して
も、実際に暴力行為に出ることはまずありません。仮に暴力的言動があった場合は、直
ちに警察への通報など法的手段をとるべきです。

⑥　同和問題への取組を非難された場合
　同和問題への取組や研修の在り方を口実に不当と思われる要求を受けたときは、相手
方に対し、「法務局に申し出て、それが人権侵害になるかどうか、また、今後どうすべ
きかについて、法務局の処理に委ねたい。」と伝えます。その後、速やかに法務局に相
談して態勢を整えましょう。

⑦　弱みを追及された場合
　弱みを追及された場合でも、密室での取引を排して、紛争の適正妥当な解決を図る
ための正当な手続きによるべきです。相手の指摘する内容が仮に事実であるとしても、
法的な観点から見れば、損害賠償等を認めるには、「故意過失の有無」、「賠償の対象
になるかどうか」、「適正妥当な賠償額はどうか」などの検討を要します。したがって、
それらの検討をしないまま、安易に相手の要求を認めたり、謝罪的な発言をしたりして
はなりません。事務上の過誤等の処理は、法律に従った正しい手続きによって行うべき
であり、それを口実にする、相手方の違法・不当な要求は、断固として拒否すべきです。

⑧　組織全体で対応
　えせ同和行為に対しては、組織全体で対応すべきです。支店等で不当な要求を受け
た場合は、支店長が個人的に、または支店限りでその要求に応じるべきではありません。
　相手は、その対応の不備等を口実にして、本店に対して、より大きな要求をしてくる
ことが多いので、本店に報告したり、指示を求めたりするなどして、組織全体として対
応すべきです。
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⑨　官公署の影響力が利用された場合
　えせ同和行為者は、企業に対して不当な要求をする場合、その手口として、その企
業の監督官庁等に連絡をとり、その官庁の企業に対する影響力を悪用しようとすること
が多くあります。各行政機関は、都道府県単位の「えせ同和行為対策関係機関連絡会」
への参加を通じるなどして、えせ同和行為の排除に積極的に取り組んでおり、えせ同和
行為者に加担することはないので、このようなえせ同和行為者の手口に、だまされない
ようにしなければなりません。

⑩　法務局への相談
　　法務局・地方法務局の本局及び支局では、えせ同和行為の排除のための相談を受け
付けており、必要に応じて、警察・弁護士会と連絡をとる体制を敷いているので、同和
問題を口実とする不当な要求を受けたときは、法務局に相談してください。

⑪　警察への連絡等
　警察は、えせ同和行為者の排除に積極的に取り組んでいます。現在、都道府県警察では、
「企業対象暴力対策本部」等を設置して、暴力団やえせ同和行為者等に関する企業か
らの各種相談に対応しているほか、これらとの関係遮断に取り組む企業に対しては、情
勢に応じて必要な警戒を行うなど、関係者の身辺の安全を確保するための保護対策を実
施しています。暴力団やえせ同和行為者等から不当な要求を受けた場合、または、受
けるおそれがある場合は、次のように対処します。
ア　警察本部（刑事部暴力団対策課等）、最寄りの警察署、または暴力追放運動推進セ
ンターに速やかに連絡をとり、対応等について助言を受ける。
イ　緊急を要する場合は、ためらうことなく１１０番通報する。

⑫　弁護士への相談
　日本弁護士連合会（日弁連）は、民事介入暴力対策委員会を中心に、えせ同和行為
の排除に取り組んでいます。また、そのために各都道府県にある弁護士会に、民事介入
暴力被害者救済センターを置き、えせ同和行為者に対する対応について相談を受けてい
ます。えせ同和行為は、かなり知能犯的である場合が多いので、弁護士にもよく相談し、
事案に応じてその解決を弁護士に依頼するとよいでしょう。
　なお、民事上の手続として、以下のものが挙げられます。これらの手続について、弁
護士と相談することも有益です。
ア　内容証明郵便の送達
　相手方の行為が継続すると予想される場合には、法的手続をとる前に内容証明郵便
を送達します。これには、次のような事項を記載することが考えられます。
　○　相手方の行為が、刑法上脅迫罪・強要罪・恐喝罪等を構成すること（あるいは
民法上不法行為となること）。

　○　弁護士に依頼済みのときは、今後の連絡は弁護士事務所あてにされたいこと。
　○　違法行為があるときは、断固として法的手続をとる意思があること。
イ　仮処分の申請
　不作為の仮処分（面談禁止、架電禁止、立入禁止、業務妨害禁止等）の申立を裁
判所に対して行います。仮処分決定を得ることにより、禁止事項が明確になり、相手
方の動きが止まる効果が期待できます。

ウ　債務不存在確認の訴えの提起等
　些細な誤りにつけこみ、損害賠償を求めてくる場合には、相手に対して訴訟を提起
するよう促し、これに応じないときは、逆に債務不存在確認の訴えを提起するなど、
紛争を裁判によって解決する方策をとります。
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人権研修テキスト
同和問題（部落差別）編

1 啓　　発 人権啓発映画上映会及び人権啓発ミニ講座の開催、啓発資料
等の作成・配布、マスメディア等を利用した啓発活動、市町
村との連携

2 人材育成 研修会の開催、研修指導者の育成、研修講師の紹介

3 相　　談 相談員による面接や電話での人権に関する相談

4 情報提供 情報誌やホームページによる情報提供、図書やビデオの閲覧・貸
出し、啓発パネルの展示・貸出し、パンフレット・資料等の配布

主な活動

1 図書・DVD の貸出
図書：３冊まで（２週間以内）  DVD：２本まで（１週間以内）
※図書・DVD の一覧をホームページに掲載しています。
※ DVD は当月及び翌月使用分を予約できます。

2 啓発パネルの貸出
パネル：１週間以内
※啓発パネルの一覧をホームページに掲載しています。
※パネルは３か月前から予約できます。

3 人権センターでの学習・研修など
申込み方法など、詳しくは人権センターまでお問い合せください。

ご利用案内  どなたでも無料でご利用いただけます。

〒862-8570（県庁専用郵便番号・住所を記載しなくても届きます）
熊本市中央区水前寺 6 丁目 18 番 1 号（熊本県庁新館 2 階）
開館時間／ 8：30 〜 17：15（相談は 9：00 〜 12：00、13：00 〜 16：00）
休 館 日／土曜・日曜・祝日・年末年始（12 ／ 29 〜 1 ／ 3）
電話番号（直　　通） 096-333-2299　（相談専用）096-384-5822
フ ァ ッ ク ス 096-383-1206
ホ ー ム ペ ー ジ 
電 子 メ ー ル jinken@pref.kumamoto.lg.jp

アクセス

熊本県人権センターのご案内

砂取小学校
熊本商業高校
商業高校前

県立図書館●

熊本テルサ●

水前寺公園
熊本県庁

水前寺競技場●

熊本県庁前市総合体育館前
電車通り（県道28号）

市総合体育館●

○文

熊本工業高校
東
バ
イ
パ
ス（
国
道
57
号
線
）

○文

○文

熊本県人権センター
県庁新館2階

熊本県人権センター
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